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相続・事業承継の本来的理解
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相続・事業承継問題を本気で考える

相続：
１．全ては分け方（遺産分割）の問題となる
２．分けた先に相続税の納付問題がある
３．遺言がなければ法定相続分、遺言があっても遺留分の問題が残る

→ 最後は資金確保の問題に終着する（計画的な資金確保が必要）
→ 関連法人があれば、相続時にどうやって法人から資金を回収するか

事業承継：
１．株がいくらかになっているかを把握することからスタートする（Not簿価純資産）
２．会社の経営状態を把握する必要がある（ひと・もの・かね・情報）
３．会社を承継させるということは、「株式の承継」「経営の承継」と理解する

→ 事業承継を「株式の承継」と捉えると、「相続」は「事業承継」を包含する
→ 事業承継を「経営の承継」と捉えると、ビジネスの承継となり広い概念となる
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相続対策の基本

１． 「争続」対策

２． 納税資金対策
分割調整資金対策

３． 節税対策

０．認知症リスク

最優先事項は？

感
情
論
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遺産分割の基本的な流れ

審判による遺産分割

審判確定（審判書）審判に不服

高等裁判所で審理

相続財産調査

相続人の確定

遺産分割協議の成立 遺産分割協議の不成立

調停による遺産分割遺産分割協議書の作成

調停の成立 調停の不成立

遺言書あり遺言書なし

遺産分割協議 遺言による遺産分割

１．自筆証書遺言
→ 検認必要
→ 2020年7月10日以降、

法務局保管の場合には不要

２．公正証書遺言
→ 検認不要

＋α 分割方法を指定した遺言でも
遺産に漏れがあると、漏れた部分は
遺産分割協議となる

ここから先は弁護士が関与すること
が多く、調停まで行かない工夫が
どれだけできるかが実務対応

１．相続発生時
→ 相続人だけの情報でも何とかなる

２．生前対策時
→ 相続人だけでは完全に不足する

☑相続実務で最も大切なのは分割
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☑ ポイント
１．子供の数
２．資産の偏りの方向性予想
３．誰に資金を寄せる必要があるか

親族関係図作成の必要性

勤務

同居 別居

大学生 高校生 高校生 中学生

44歳50歳47歳

父 母

専業主婦
長男

勤務
専業主婦

76歳 72歳

48歳

21歳 18歳 17歳 14歳

父 母

長女長男
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B/Sで考える相続・事業承継の視点

現預金 ××× 葬式費用 ×××

上場株式等 ××× 基礎控除 ×××

不動産（自宅：同居） ×××

生命保険（死亡保険） ×××

自社株（６０％） ×××

会社貸付金 ×××

会社建物敷地 ×××

個人（父）B/S（相続税評価額）

現預金 ××× 葬式費用 ×××

上場株式等 ××× 基礎控除 ×××

生命保険（死亡保険） ×××

自社株（４０％） ×××

個人（母）B/S（相続税評価額）

現預金 ××× 基礎控除 ×××

上場株式等 ×××

生命保険（死亡保険） ×××

個人（長男）B/S（相続税評価額）

現預金 ××× 基礎控除 ×××

生命保険（死亡保険） ×××

個人（長女）B/S（相続税評価額）

問題点は？
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遺言と生命保険の親和性

■ポイント
→ すべては「受取人固有の財産」（最判昭和40年2月2日）に起因する！
１．特に下２つは特筆に値する機能といえます。
２．事業承継の現場において、相続放棄（場合によっては限定承認）の適用場面も

今後は検討可能性がある。

遺言 生命保険

受取人指定 〇（※） 〇

承継可能財産 全ての資産 現金（保険金請求権）

特別受益の持ち戻し（民法903）

遺留分算定基礎への持ち戻し（民法1044）

相続放棄での受領 不可 可

※特定遺贈に限る

有 無（原則）
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生命保険本来の役割確認
（個人編・法人編）
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生命保険にまつわる格言の理解

☑ 格言
貯蓄（貯金）は三角、保険は四角

➡ レバレッジが効く！

出典：一般社団法人生命保険協会HP
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生命保険の本来的意義（個人保険編）

相互扶助

死亡や病気、ケガへの備え

将来のための資金の備え

Point：レバレッジ
一人は万人のために
万人は一人のために

Point：明確な資金使途
１．残された遺族の生活保障
２．葬儀代金
３．相続税の納税資金
４．分割調整資金

（遺留分侵害対策含む）

Point：
①保障を買う！
②体況が影響を与える金融商品
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個人保険活用場面の検証

１．残された遺族の生活保障

２．葬儀代金

３．相続税の納税資金

４．分割調整資金
（遺留分侵害対策含む）
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生命保険の本来的意義（法人保険編）

相互扶助

死亡や病気、ケガへの備え

将来のための資金の備え

Point：レバレッジ
一人は万人のために
万人は一人のために

Point：明確な資金使途
１．借入金返済資金
２．運転資金
３．自社株対策資金
４．相続対策資金
５．退職金準備

Point：
①保障を買う！
社長の不足の事態に備える
②体況が影響を与える金融商品
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法人保険活用場面の検証

１．借入金返済資金

２．運転資金

３．自社株対策資金

４．相続対策資金

５．退職金準備（役員、従業員）
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個人財産・法人財産の関連性

現預金 ××× 金銭債務（買掛金など） ×××

その他金融資産 ××× 借入金（金融機関） ×××

商品、製品 ××× 借入金（役員） ×××

固定資産 ×××

　建物（建附）

　構築物等

　土地

　借地権

保険積立金 ×××

営業権 ×××

法人B/S（相続税評価額）

母

40%

父

60％

現預金 ××× 葬式費用 ×××

上場株式等 ××× 基礎控除 ×××

生命保険（死亡保険） ×××

自社株（４０％） ×××

個人（母）B/S（相続税評価額）

現預金 ××× 借入金（賃貸紐付き） ×××

上場株式等 ××× 預り保証金 ×××

不動産（自宅） ××× 葬式費用 ×××

不動産（賃貸） ××× 基礎控除 ×××

生命保険（死亡保険） ×××

自社株（６０％） ×××

会社貸付金 ×××

会社建物敷地 ×××

個人（父）B/S（相続税評価額）

本当に債務はこれだけ？

次世代への資産の承継方法は・・・
贈与？
相続？
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B/S 3類型

時価ベース 相評ベース 簿価ベース 簿価ベース 相評ベース 時価ベース

××× ××× ××× 現預金 金銭債務（買掛金など） ××× ××× ×××

××× ××× ××× 金銭債権 未払法人税等 ××× ××× ×××

××× ××× ××× 商品、製品 その他流動負債 ××× ××× ×××

××× ××× ××× その他流動資産 借入金（金融機関） ××× ××× ×××

××× ××× ××× 建物（建附） 借入金（役員） ××× ××× ×××

××× ××× ××× 構築物等 退職金（従業員） ×××

××× ××× ××× 土地 退職金（役員） ×××

××× ××× 借地権 未払残業代 ×××

××× ××× ××× 投資有価証券 その他偶発債務 ×××

××× ××× ××× 関係会社株式

××× ××× ××× 保険積立金

××× ××× 営業権

××× ××× ××× ××× ××× ×××

法人B/S
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相続・事業承継実務と
生命保険活用の連携

①生命保険金の法的性格と遺産分割の可否
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①生命保険金の法的性格と遺産分割の可否

Q.生命保険金は受取人固有の財産とよくききますが、その
根拠・留意点を教えてください。

A.生命保険金は相続財産ではなく受取人固有の財産と
なります（最判昭和40年2月2日）。そのため、遺産分
割の対象から除外されますが、保険金受取人が指定され
ていなかった場合には、保険約款等の規定を確認する必
要があります。
ただし、一定の場合には、特別受益の対象となる可能性
があり、その場合には遺産分割において考慮される余地が
残ります（最決平成16年10月29日）。
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①生命保険金の法的性格と遺産分割の可否

（１）被相続人が、被保険者及び契約者（＝保険料負担者）であり、保険金受取人として
特定の相続人（例えば、妻）が指定されている場合

生命保険金は相続財産ではなく受取人固有の財産となる（最判昭和40年2月2日）。

「保険金受取人としてその請求発生当時の相続人たるべき個人を特に指定した場合には、右請
求権は、保険契約の効力発生と同時に右相続人の固有財産となり、被保険者（兼保険契約
者）の遺産より離脱しているものといわねばならない。」と判示

→ 生命保険金は、相続財産でなく、受取人固有の権利と判断
→ 相続人が相続放棄をした場合であっても、生命保険金を取得することが可能
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①生命保険金の法的性格と遺産分割の可否

（２）被相続人が、被保険者及び契約者（＝保険料負担者）であり、保険金受取人として
被保険者又はその死亡の場合はその相続人が指定されている場合

保険契約者の意思としては、被保険者が死亡した時点での相続人を受取人として指定したと解
釈でき、生命保険金は受取人である相続人固有の財産となるため、各相続人が受領する生命
保険金は遺産分割の対象とならない（最判昭和40年2月2日）。

各相続人は、原則として、各相続人間の相続分の割合に応じ算出された生命保険金額を受領
することになる最判平成6年7月18日）。
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①生命保険金の法的性格と遺産分割の可否

（３）被相続人が、被保険者及び契約者（＝保険料負担者）であり、保険金受取人を
指定していなかった場合

保険約款等の規定に従うことになる。保険約款上、「保険金受取人の指定のないときは、保険金
を被保険者の相続人に支払う。」旨の条項があれば、保険金受取人を被保険者の相続人と指
定した場合（上述）と同様のため、相続人が固有の権利として生命保険金（保険金請求権）
を取得したものとして、遺産分割の対象とはならない。
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■特別受益の対象財産（民法903①）

1. 遺贈

2. 生前贈与

3. 婚姻等のための贈与

4. 生計の資本としての贈与
（子供が独立して別世帯を持つための不動産・営業権・農地等の贈与）

→ 「遺産」の前渡し分であるため、遺産分割や遺留分算定においては、持ち戻す
→ 生命保険金も特別受益財産に準じた扱いかどうか？

生命保険金は特別受益？
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（特別受益者の相続分）
第九百三条 共同相続人中に、被相続人から、遺贈を受け、又は婚姻若しくは養子縁組のため若しくは生計の
資本として贈与を受けた者があるときは、被相続人が相続開始の時において有した財産の価額にその贈与の価
額を加えたものを相続財産とみなし、第九百条から第九百二条までの規定により算定した相続分の中からその遺
贈又は贈与の価額を控除した残額をもってその者の相続分とする。
２ 遺贈又は贈与の価額が、相続分の価額に等しく、又はこれを超えるときは、受遺者又は受贈者は、その相続
分を受けることができない。
３ 被相続人が前二項の規定と異なった意思を表示したときは、その意思に従う。
４ 婚姻期間が二十年以上の夫婦の一方である被相続人が、他の一方に対し、その居住の用に供する建物又
はその敷地について遺贈又は贈与をしたときは、当該被相続人は、その遺贈又は贈与について第一項の規定を適
用しない旨の意思を表示したものと推定する。

第千四十四条 贈与は、相続開始前の一年間にしたものに限り、前条の規定によりその価額を算入する。当事
者双方が遺留分権利者に損害を加えることを知って贈与をしたときは、一年前の日より前にしたものについても、
同様とする。
２ 第九百四条の規定は、前項に規定する贈与の価額について準用する。
３ 相続人に対する贈与についての第一項の規定の適用については、同項中「一年」とあるのは「十年」と、「価
額」とあるのは「価額（婚姻若しくは養子縁組のため又は生計の資本として受けた贈与の価額に限る。）」とす
る。

特別受益・遺留分算定基礎財産への戻し（条文）
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■最高裁 平成16年10月29日判決
裁判要旨
被相続人を保険契約者及び被保険者とし，共同相続人の1人又は一部の者を保険
金受取人とする養老保険契約に基づき保険金受取人とされた相続人が取得する死
亡保険金請求権は，民法903条1項に規定する遺贈又は贈与に係る財産には当た
らないが，①保険金の額，②この額の遺産の総額に対する比率，③保険金受取
人である相続人及び他の共同相続人と被相続人との関係，④各相続人の生活実
態等の諸般の事情を総合考慮して，保険金受取人である相続人とその他の共同相
続人との間に生ずる不公平が民法903条の趣旨に照らし到底是認することができない
ほどに著しいものであると評価すべき特段の事情が存する場合には，同条の類推適用
により，特別受益に準じて持戻しの対象となる。

■上記取扱い
原則 ：生命保険金は特別受益とはならない
特段の事情があれば：生命保険金は特別受益に準じて持ち戻す

生命保険金は特別受益？
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■「特段の事情」とは？
① 保険金の額

② 保険金の遺産に総額に対する比率

③ 保険金受取人である相続人及び他の共同相続人と被相続人との関係
（同居の有無、被相続人の介護等に対する貢献の度合いなど）

④ 各相続人の生活実態等の諸般の事情を考慮

→ 総合的に判断（全体判断）

＋α
→ 「保険料」と「保険金」の間の実質的な等価性（直接判断）

生命保険金は特別受益？
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■全体判断
① 保険金の額

② 保険金の遺産に総額に対する比率
生命保険金／相続財産総額 × 100 ＝ 50～60%

③ 保険金受取人である相続人及び他の共同相続人と被相続人との関係
（同居の有無、被相続人の介護等に対する貢献の度合いなど）

④ 各相続人の生活実態等の諸般の事情を考慮

■直接判断
「保険料」と「保険金」との間の実質的「等価性」があるかないかの判断
→ 一時払い保険料 ＝ 死亡保険金
→ 月（年）支払い保険料 ≠ 死亡保険金

生命保険金は特別受益？
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■最高裁 平成16年10月29日判例以降の判例

1. 東京高等裁判所 平成17年10月27日判決
→ 持ち戻しの対象とする

2. 名古屋高等裁判所 平成18年3月27日判決
→ 持ち戻しの対象とする

3. 東京地方裁判所 平成25年10月28日判決
→ 持ち戻しの対象としない

生命保険金は特別受益？
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ケーススタディ（借金過多で債務超過）

相続人全員が放棄し、配偶者が受け取る生命保険金が
基礎控除以上である場合

→ 若くして相続が発生した場合
・多額の保障（S)があった
・債務超過（生命保険金除く）
・自宅がない（自宅があっても手放してもよい）

→ 相続税の基礎控除を超えても、
配偶者の税額軽減特例を適用することで納税なしの可能性大
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ケーススタディ（借金過多で債務超過）

相続人全員が放棄し、配偶者が受け取る生命保険金が
基礎控除以上である場合

財産 評価額 妻 長男 次男

預貯金 2,000,000

借入金 ▲5,000,000

小計 ▲3,000,000

相続放棄　→ 0 0 0 0

死亡保険金 60,000,000 60,000,000

非課税枠

60,000,000 60,000,000 0 0

基礎控除 ▲48,000,000

12,000,000 6,000,000 3,000,000 3,000,000

相続税総額 1,200,000 600,000 300,000 300,000

各人の相続税額 1,200,000 0 0

配偶者の税額軽減 ▲1,200,000 0 0

各人の相続税額 0 0 0

相続人でない 相続人でない 相続人でない

相続税の納税義務者

∵遺贈により財産を取得
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相続実務家として知っておくべき相続放棄（税務論点）

１．基礎控除 （相法15②）
２．生命保険金の非課税枠 （相法12①五）
３．死亡退職金の非課税枠 （相法12①六）
４．債務控除 （相法13）
５．相次相続控除 （相法20）
６．配偶者の税額軽減特例 （相法19の2）
７．未成年者控除 （相法19の3）
８．障害者控除 （相法19の4）
９．代襲相続人の孫に対する2割加算（相法18）
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相続・事業承継実務と
生命保険活用の連携

②生命保険金の非課税枠の利点と盲点
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②生命保険金の非課税枠の利点と盲点

Q.被相続人が被保険者及び契約者（保険料負担者）であり、保険
金受取人として特定の相続人（例えば、妻）が指定されている場合、
妻が受け取る生命保険金には相続税法上の非課税枠がありますが、こ
の考え方と具体的な活用方法を教えてください。

A.生命保険金は受取人固有の財産（Ｑ１参照）であり、原則として
特別受益の持戻しの対象とならず、遺産分割で考慮されることはありませ
ん。ただし、相続税法上、みなし相続財産として課税されますが、一定額
までは非課税として処理されます。
この契約形態は相続実務ではよく用いられており、相続発生後に資金が
必要となる相続人等へ資金を確実に運べる手法になります。生前対策に
おいて、資金が必要となる場面を具体的に描けるかがポイントになります。
また、受取人が非課税となるのは、条文上「相続人」に限定されているた
め、節税の観点からは誰を受取人にするかを検証する必要がある。
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みなし相続財産（相法３①一）

相続税法 第３条
1一 被相続人の死亡により相続人その他の者が生命保険契約の保険金又は損害保険契約の保
険金を取得した場合においては、当該保険金受取人について、当該保険金のうち被相続人が負担
した保険料の金額の当該契約に係る保険料で、被相続人の死亡の時までに払い込まれたものの全
額に対する割合に相当する部分

契約者

（保険料負担者）
被保険者 受取人

被相続人 被相続人 相続人その他

→　被相続人の相続時に被相続人の「みなし相続財産」
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みなし相続財産（相法３①一）

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人 被相続人 被相続人 相続人その他

　　　　　　　　贈与税の課税関係なし

保険料負担者 契約者（変更後） 被保険者 受取人

被相続人 相続人その他 被相続人 相続人その他

→　被相続人の相続時に被相続人の「みなし相続財産」

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人 相続人その他 被相続人 相続人その他

→　被相続人の相続時に被相続人の「みなし相続財産」
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個人間の名義変更（国税庁 質疑応答事例より）

【照会要旨】
生命保険契約について、契約者変更があった場合には、生命保険契約に関する権利の贈与があったものと

して、その権利の価額に相当する金額について新しく契約者となった者に対し、贈与税の課税が行われることに
なりますか。

【回答要旨】
相続税法は、保険事故が発生した場合において、保険金受取人が保険料を負担していないときは、保険

料の負担者から保険金等を相続、遺贈又は贈与により取得したものとみなす旨規定しており、保険料を負担
していない保険契約者の地位は相続税等の課税上は特に財産的に意義のあるものとは考えておらず、契約
者が保険料を負担している場合であっても契約者が死亡しない限り課税関係は生じないものとしています。
したがって、契約者の変更があってもその変更に対して贈与税が課せられることはありません。ただし、その契

約者たる地位に基づいて保険契約を解約し、解約返戻金を取得した場合には、保険契約者はその解約返
戻金相当額を保険料負担者から贈与により取得したものとみなされて贈与税が課税されます。

【関係法令通達】
相続税法第5条第2項
相続税法基本通達3-36
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生命保険金の非課税枠（相法１２①五）

（相続税の非課税財産）
第十二条 次に掲げる財産の価額は、相続税の課税価格に算入しない。
一～四 省略

五 相続人の取得した第三条第一項第一号に掲げる保険金（前号に掲げるものを除く。以下この号に

おいて同じ。）については、イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、イ又はロに定める金額に相当する部分

イ 第三条第一項第一号の被相続人のすべての相続人が取得した同号に掲げる保険金の合計額が五百万
円に当該被相続人の第十五条第二項に規定する相続人の数を乗じて算出した金額（ロにおいて「保険金
の非課税限度額」という。）以下である場合 当該相続人の取得した保険金の金額

ロ イに規定する合計額が当該保険金の非課税限度額を超える場合 当該保険金の非課税限度額に当該
合計額のうちに当該相続人の取得した保険金の合計額の占める割合を乗じて算出した金額
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生命保険金の非課税枠（相法１２①五）

生命保険金（死亡保険金） （相法１２①五）

500万円 × 法定相続人の数

相続税法 第12条
次に掲げる財産の価額は、相続税の課税価格に算入しない
一～四 省略
五．相続人の取得した第３条第１項第１号に掲げる保険金については、イ又はロに掲げる場合の

区分に応じ、イ又はロに定める金額に相当する部分（イ・ロ略）

イ 第３条第１項第１号の被相続人のすべての相続人が取得した同号に掲げる保険金の合計額が

500万円に当該被相続人の第15条第２項に規定する相続人の数を乗じて算出した金額（ロにおいて「保
険金の非課税限度額」という。）以下である場合 当該相続人の取得した保険金の金額
ロ イに規定する合計額が当該保険金の非課税限度額を超える場合 当該保険金の非課税限度額に当該
合計額のうちに当該相続人の取得した保険金の合計額の占める割合を乗じて算出した金額

＋α（次テーマ）
相法3①三（まだ保険事故が起きていない生命保険）については、相法12のいずれにも該当しないため
非課税とはならない。
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生命保険を使った非課税枠の活用

終身保険を使って、非課税500万円/人を活用する！

定期預金を保険契約（終身）へ形を変えるイメージ！

父
被保険者＝保険をかけられる人
契約者＝保険料負担者 定期預金

保険（終身）

死亡保険金受取人相続人

相続発生により
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相続・事業承継実務と
生命保険活用の連携

③遺産分割と生命保険契約に関する権利
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③遺産分割と生命保険契約に関する権利

Q.生命保険契約に関する権利は保険事故発生前の契約であるため、
解約返戻金相当額で評価することは理解できるのですが、遺産分割の
対象となるか否か、混乱することがあります。この点につき、詳細に教えてく
ださい。また、生命保険契約に関する権利を使った生命保険提案があれ
ば教えてください。

A.生命保険契約に関する権利の評価方法は、相続開始時点における
解約返戻金相当額となります（評基通214）。ただし、加減算項目が
ありますので、注意を要します。相続税法上、評価の対象となるのは、被
相続人が保険料負担をしているものに限られます。
次に遺産分割の対象となるか否かについては、契約形態によって異なりま
す。また、生命保険契約に関する権利を使った生命保険提案としては、
二次相続における生命保険金の非課税財産の活用が考えられます。
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相続税法 第３条
1
一二 省略
三 相続開始の時において、まだ保険事故が発生していない生命保険契約（解約返戻金等の支払

いがない生命保険契約を除く）で被相続人が保険料の全部又は一部を負担し、かつ、被
相続人以外の者が当該生命保険契約の契約者であるものがある場合においては、当

該生命保険契約の契約者について、当該契約に関する権利のうち被相続人が負担した保険料の金
額の当該契約に係る保険料で、当該相続開始の時までに払い込まれたものの全額に対する割合に
相当する部分

→ 生命保険契約において保険料を支払う義務を負う者を保険契約者という（保険法2③）
→ 遺産分割協議の対象外（遺産分割することなしに契約者が承継する）
→ 特別受益に該当するか、検証の必要あり

みなし相続財産（相法３①三）

財産評価基本通達
214 相続開始の時において、まだ保険事故（共済事故を含む。この項において同じ。）が発生してい
ない生命保険契約に関する権利の価額は、相続開始の時において当該契約を解約するとした場合に
支払われることとなる解約返戻金の額（解約返戻金のほかに支払われることとなる前納保険料の金額、
剰余金の分配額等がある場合にはこれらの金額を加算し、解約返戻金の額につき源泉徴収されるべき
所得税の額に相当する金額がある場合には当該金額を減算した金額）によって評価する。
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③遺産分割と生命保険契約に関する権利

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人 長男 長男 長男の相続人

→　年払、10年のうち10年支払う

→　被相続人の相続時に被相続人の「みなし相続財産」

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人 長男 長男 長男の相続人

→　年払、10年のうち6年支払う

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人

途中から長男
長男 長男 長男の相続人

→　残り4年を支払う

→　被相続人の相続時に被相続人の「みなし相続財産」（ただし、支払対応分）
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③遺産分割と生命保険契約に関する権利

保険料負担者 契約者 被保険者 受取人

被相続人 被相続人 相続人その他 被相続人

→　被相続人の相続時に被相続人の「本来財産」

→　遺産分割協議の対象

→　ただし、特別受益に該当するか検証に必要あり

財産評価基本通達
214 相続開始の時において、まだ保険事故（共済事故を含む。この項において同じ。）が発生して
いない生命保険契約に関する権利の価額は、相続開始の時において当該契約を解約するとした場
合に支払われることとなる解約返戻金の額（解約返戻金のほかに支払われることとなる前納保険料
の金額、剰余金の分配額等がある場合にはこれらの金額を加算し、解約返戻金の額につき源泉徴
収されるべき所得税の額に相当する金額がある場合には当該金額を減算した金額）によって評価す
る。
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③遺産分割と生命保険契約に関する権利

保険契約者等の異動に関する調書（相法59②）
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相続・事業承継実務と
生命保険活用の連携

④配偶者居住権と生命保険
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④配偶者居住権と生命保険

Q.令和2年4月1日に配偶者居住権が施行されましたが、簡単な制度
概要、実務上の留意点を教えてください。また、今後の提案余地と生命
保険とのかかわりについても言及してください。

A.配偶者居住権の制度趣旨が一次相続における配偶者保護にありま
す。具体的には、所有権よりも低廉な居住権を確保し、生活資金の確
保を可能にする制度です。そのように考えると一次相続で争う可能性が
少ない場合には提案余地は少ないものと理解できます。配偶者居住権
は出口（消滅）戦略を考えることが何よりも重要になりますので、詳細な
検討が必要になると考えます。
また、配偶者が保険金受取人の生命保険があれば、配偶者固有の財
産として生活資金確保が可能となりますので、配偶者居住権以外の制
度で配偶者保護を図る可能性も検討すべきと考えます。
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配偶者居住権（法務省HP）
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Ｃｆ 配偶者短期居住権（法務省HP）
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総論

配偶者居住権を取得すると・・・

原則

例外

配偶者居住権の財産的価値に相当する金額を相続（具体
的相続分により取得）したことになる

特別受益の持戻し免除の意思表示の推定
→①遺贈or死因贈与による設定であって、②婚姻期間が
20年以上の場合、特別受益の持戻しを適用しない

＜配偶者居住権の評価方法＞※法定されているわけではない

①中間試案補足説明11項で示された方法
②部会資料14・3項で示された方法
③不動産鑑定士協会連合会の提案した方法
④配偶者居住権の簡易な評価方法
⑤相続税評価（相続税法23条の2）による
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財務省）令和元年度税制改正（相続税法）
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財務省）令和元年度税制改正（相続税法）

☑ 権利帰属において、賃料も配偶者
に帰属することから、賃料相当額ベース
のアプローチの余地があったが、採用さ
れなかった。
（∵ 納税者による適正賃料の算定

が困難なため）
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財産評価の考え方（財務省 新旧対照表より）
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財務省）令和元年度税制改正（相続税法）

■配偶者居住権の評価

相続の時
相基通

23の2-2(2)

分割の時
相基通

23の2-2(1)
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財務省）令和元年度税制改正（相続税法）

■配偶者居住権に基づく敷地利用権の評価

→ 小規模宅地等の特例適用へ
（次頁参照）

■負担付き建物、土地等の評価
負担付き建物 ＝ 建物時価 － 配偶者居住権
負担付き土地 ＝ 土地時価 － 配偶者居住権に基づく敷地利用権
→ 子が同居していれば、負担付き土地につき、小規模宅地等の特例適用へ（次頁）
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税務論点まとめ①

アクション

論点（配偶者）

→ R2税制改正新設（譲渡税）

→ R2税制改正新設（譲渡税）

論点（長男）

論点（長男親族）

課税なし

②-1

期間満了遺産分割

①-1 ①-2

設定①-1 設定①-2

持戻し免除推定

遺言 相続 配偶者死亡

②-2

消滅②-2

評価

小規模宅地

評価

小規模宅地

消滅②-1

課税なし

②-3

建物全滅失

消滅②-3

課税なし

②-4

所有権全取得

消滅②-4

課税なし

②-5

放棄・合意解除

消滅②-5

課税あり小規模宅地 小規模宅地

譲渡税（総合？）

②-6

消滅請求

消滅②-6

課税あり

適正対価あり

譲渡税（総合？）

適正対価なし

贈与税

同居

10カ月ルール

同居

10カ月ルール

適正対価なし

対価なし

贈与税

対価なし

贈与税

③

長男死亡

相続

相続税

小規模宅地

課税あり
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財務省）令和元年度税制改正（相続税法）

☑ 配偶者死亡
☑ 期間満了
☑ 居住建物の全部滅失
→ 上記を原因とする配偶者居住権の消滅の場合、

「みなし贈与課税はない」とされています。



Leding all right reserved

無断転載を禁ずる
56

財務省）令和元年度税制改正（相続税法）

■租税回避目的か否か？

親族構成：被相続人、妻、長男（3人同居）
☑被相続人所有財産
１．預金2,000万円
２．自宅5,000万円（建物1,000万円＋土地4,000万円（300㎡））

☑遺産分割
一次相続：
（１）妻 預金2,000万円

配偶者居住権（400万円）およびその敷地利用権（1,600万円）
→ さらに敷地利用権に小規模宅地等の特例適用（▲1,280万円）
⇒ 基礎控除以下のため、課税なし（＋配偶者の税額軽減特例）

（２）長男 負担付き建物（600万円）およびその敷地（2,400万円）
→ さらに敷地に小規模宅地等の特例適用（▲1,920万円）
⇒ 基礎控除以下のため、課税なし

二次相続：父相続から1年後に死亡と仮定
（１）長男 課税なし（結果、二次相続にて節税の余地あり）

→ 配偶者死亡により、配偶者居住権および敷地利用権
（仮1,900万円）が消滅

→ 長男へ相続税の課税なし
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財務省）令和元年度税制改正（措法：相続税）

■小規模宅地等の特例関係
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税務論点まとめ②

アクション

論点（配偶者） →　減価償却費は？

論点（長男）

不動産所得

10カ月ルール 10カ月ルール

課税なし

同居 同居

小規模宅地 小規模宅地

小規模宅地 小規模宅地

消滅②-2

持戻し免除推定

評価 評価

配偶者死亡

設定①-1 設定①-2 継続

②-2

遺言 相続 遺産分割 賃貸

①-1 ①-2
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条文確認（民法）

（特別受益者の相続分）
第九百三条 共同相続人中に、被相続人から、遺贈を受け、又は婚姻若しくは養子縁組のため若しくは生
計の資本として贈与を受けた者があるときは、被相続人が相続開始の時において有した財産の価額にその贈
与の価額を加えたものを相続財産とみなし、第九百条から第九百二条までの規定により算定した相続分の中
からその遺贈又は贈与の価額を控除した残額をもってその者の相続分とする。
２ 遺贈又は贈与の価額が、相続分の価額に等しく、又はこれを超えるときは、受遺者又は受贈者は、その相
続分を受けることができない。
３ 被相続人が前二項の規定と異なった意思を表示したときは、その意思に従う。
４ 婚姻期間が二十年以上の夫婦の一方である被相続人が、他の一方に対し、その居住の用に供する建
物又はその敷地について遺贈又は贈与をしたときは、当該被相続人は、その遺贈又は贈与について第一項
の規定を適用しない旨の意思を表示したものと推定する。
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実務上の留意点
☑ 遺言作成時に出口を考えているか？

→ 複数の出口に対応可能か否か？
→ 配偶者死亡がシンプルであるが、老人ホーム入居する場合の対応は？
→ 放棄・合意解除の際についての対価の有無（法律上の整理は？）

総合課税（税務通信No3604）の方向性であるため、
譲渡所得の特例（3,000万円控除など）は適用なしと推測

→ 建替えを検討できるか？
→ 後妻 VS 前妻の子 この場合にどう処理するか？
→ 遺言作成から相続発生まで長期間の場合の問題点（気持ちの変化、法定利率の変化等）
→ 賃貸に供する場合、不動産所得における減価償却費の取扱いは？

☑ 遺産分割時における出口想定も上記と同様
→ ＋α 後妻 VS 前妻の子 の場合、話し合いがうまくまとまるか？

☑ 既に家族信託契約締結している場合の取扱いは？

☑ 配偶者居住権付き建物売却に関する実際の決済方法はどうなる？

実務上の留意点
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相続・事業承継実務と
生命保険活用の連携

⑤金庫株と生命保険
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⑤金庫株と生命保険

Q.相続発生後の金庫株活用スキームの話をよく聞きますが、税理士とし
て注意すべき実務上の留意点と生命保険の活用法を教えてください。

A.相続税の納税資金確保のみならず、他の共同相続人がいる場合の
分割調整資金確保を目的に実行されます。相続発生まで変動する自社
株の継続的モニタリングを実行し、実行時の必要資金額の把握に務めて
ください。また、税務論点ばかりが注視されますが、法務論点を確実に認
識し、弁護士と連携することが求められます。
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長男が必要となる納税資金の検証

■長男は自社株のみ相続した場合

株主 持株数 議決権割合 ＠株価 相続税評価額

父 80,000 80% 1,500 120,000,000 ※

母 20,000 20% 1,500 30,000,000

長男 0 0%

合計 100,000 100% 1,500 150,000,000

※　長男相続による納税資金（相続税の実効税率を30％とする）

　→　長男は自社株取得に対して、相続税納税資金は3,600万円必要となる

　→　父が保有していた自社株8万株の取得費は800万円

相続発生前 大会社（類似100％）
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長男が必要となる納税資金の検証

■金庫株は何株実行すればよいか？

＠株価

類似業種比準株価 1,500

純資産株価 5,000

時価純資産株価 7,000 ※

所基通59-6に基づく小会社方式 4,036

※　土地等の時価評価置換＆法人税等相当額の控除なし

■7,000株を＠7,000円で金庫株実行

売却価額 49,000,000 売却価額 49,000,000

原始取得費 700,000 原始取得費 700,000

取得費加算 3,150,000

譲渡所得 45,150,000 配当所得 48,300,000

譲渡所得税20％ 9,030,000 総合課税40％ 19,320,000

手取り額 36,120,000 手取り額 28,980,000

▲7,140,000

相続開始の翌日から3年10カ月以内 相続開始の翌日から3年10カ月超
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金庫株実行における実務上の留意点

１．株主総会の特別決議（特定の株主からの取得：会社法309②二）

２．財源規制（分配可能額：会社法461①）
→ 会社法上の規制あり

３．売主追加請求（会社法160③）
→ 本ケースでは、他の株主が母のみであるため、検証の必要性なし

４．財源確保
→ 運転資金を財源NG
→ その際には、金融機関からの融資を検討する
→ 母がキャッシュを保有していれば、長男への貸付けという選択もある

ただし、親族内借入を返済するために金庫株実行という選択が必要
→ 経営者が死亡退職する場合には、法人保険でレバレッジとなる

死亡退職金、金庫株、借入金返済etc につき税効果を検討する
→ 先代経営者は勇退退職しており、法人保険は現経営者を被保険者とする
場合には、解約等することで解約返戻金相当が法人に入る



Leding all right reserved

無断転載を禁ずる

■非公開会社（非上場会社）を前提

会社法

登記 ・変更なし ・変更なし ・変更あり（発行済株式総数↓）

・議決権停止により比率↑ ・議決権復活により比率↓

・株主名簿変更 ・株主名簿変更

・売主追加請求あり ■株主割当増資

（定款での排除可） ・取締役会又は特別決議

・財源規制（分配可能額） ■第三者割当増資 ・取締役会決議

・特別決議（特定株主） ・特別決議 ・株主名簿変更

3-1：処分

1：取得 2：保有

3-2：消却

1：取得 3-1：処分 3-2：消却

■非公開会社（非上場会社）を前提

税務

・グループ法人税制適用の場合

（例外あり） （時価を前提）

・有価証券譲渡損益の計算

■法人株主 ■法人株主

・みなし配当課税あり ・課税関係なし

・配当控除あり

・譲渡所得等の計算

・みなし配当課税あり ・課税関係なし

（例外あり。相続等） （時価を前提）

（みなし配当なしの場合）

■個人株主 ■個人株主

・支払調書作成

（みなし配当ありの場合）

（例外あり）

・納付（翌月10日）

・1株あたり取得金額 ・1株あたり取得金額

（時価を前提） （時価を前提）

・源泉徴収（20.42％）

・課税関係なし ・課税関係なし ・課税関係なし

・資本金等のマイナス ・資本金等のプラス

■発行会社 ■発行会社 ■発行会社

3-1：処分

1：取得 2：保有

3-2：消却

1：取得 3-1：処分 3-2：消却

66

手続まとめ

☑財源規制違反による自己株式取得の可否
→ 会社法上、取締役の任務懈怠等の責任追及の可能性あり
→ 違法配当であっても、税務上は配当として取り扱われる

☑相続後の自己株式取得でのチェック項目
→ 相続税評価額で売却する場合、

相続税評価額 ＞ 所基通59-6×1/2 であることを確認

☑処分
→ 第三者割当増資：適正株価は法基通9-1-14（原則）
→ 株主割当：いくらでもOK（∵株主全員に割り当てるため）
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相続特有の金庫株論点の検証

１．みなし配当課税の回避（措法９条の７）

１）相続又は遺贈により取得した自社株
贈与で取得した自社株には適用なし
仮に元々2,000株保有しており、相続により2,000株取得し、2,000株を金庫
株とした場合、元々保有している自社株を金庫株にしても相続により取得した自
社株を金庫株にしたとみなされる

２）相続税負担があること
配偶者の税額軽減特例を用いて納税負担がない配偶者では本特例は適用なし

３）相続税の申告期限の翌日以後3年経過する日までの譲渡
相続発生日の翌日から3年10カ月以内と同様（期間制限あり）
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相続特有の金庫株論点の検証

１．みなし配当課税の回避（措法９条の７）

４）非上場株式であること
上場会社株式は資金化できるため、特例適用の余地は無し

５）発行会社へ譲渡すること（金庫株であること）
発行会社ではなく関連会社への売却には適用なし

６）一定手続を踏むこと
この規定を適用しようとする個人は、所定の届出書をその譲渡する時までに、発行
会社へ提出する必要あり。次に、この届出書の提出を受けた発行会社は、株式
を譲り受けた日の翌年1月31日までに、所轄税務署へ提出する必要があります
（次ページ参照）
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手続まとめ
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相続特有の金庫株論点の検証

２．相続税の取得費加算（措法３９条）

１）相続又は遺贈により取得した財産であること
贈与で取得した財産には適用なし

２）相続税負担があること
配偶者の税額軽減特例を用いて納税負担がない配偶者では本特例は適用でき
ません

３）相続税の申告期限の翌日以後3年経過する日までの譲渡
相続発生日の翌日から3年10カ月以内と同様（期間制限あり）

→ 同族関係者（個人・法人への売却にも適用可能）
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税理士法人レディングについて

■ 企業との法人申告顧問契約を原則取らない、相続・事業承継専門の税理士法人
・当法人は企業との法人申告顧問契約を原則取らず、「相続」「事業承継」「生命保険」「不動産」を
を切り口に問題解決手段に特化した複合的なコンサルティング業務を展開しております。

■ 税理士法人レディング 基本データ

代表社員：木下 勇人

税理士
公認会計士
不動産鑑定士 第2次試験合格
宅地建物取引士
ファイナンシャル・プランナー

■ 相続案件の経験は3000件超という圧倒的な実績

・大規模な相続から小規模な相続まで多種多様な案件の経験があります。

〒104-0032 東京都中央区八丁堀4-1-13 宝町TATSUMIビル4F
TEL：03-6228-3785 FAX：03-5539-3751

URL：https://www.leding.or.jp Email：info@leding.or.jp
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講師著書のご紹介（清文社）

Amazon 税法部門 ランキング1位獲得！

■概要
税理士に求められる問題についてケーススタディをもとに、税務的視点、
ビジネス的視点、法務的視点等、あらゆる角度から考える対応策に
ついて解説

■目次
第１章 総論 税理士が担うべき立ち回り（税理士の立ち位置）
第２章 失敗事例から学ぶ対応策
第３章 複眼的視点を養おう
第４章 特例事業承継税制の複眼的な検証

■著者紹介
現在は不動産オーナーを中心とする富裕層への不動産・財産コンサ
ルティング、自社株問題を抱えるオーナー社長への事業承継コンサル
ティングを中心に業務を展開中。税理士会本会・税理士協同組合・
税理士会支部・その他税理士向け研修会社・生命保険会社本部・
各種不動産事業者など相続実務家に向け、相続・事業承継だけで
なく生命保険・不動産・関連法務など周辺知識を交えた実務的な研
修を年間150回以上行っている。
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講師著書のご紹介（ぱる出版）

Amazon 相続税・贈与税部門 ランキング1位獲得！
■概要
遺産相続の「節税」には裏ワザがある。遺産相続は、誰もが経験しま
す。そして9割、モメます。争続から節税まで、よくある例から思わぬ例
まで、家族全員が心から納得できて、金銭面でも得をする「納得相
続」の方法を、相続専門税理士が日本一わかりやすくお教えします。

■目次
Chapter1 「もしも」で考えるあなたの相続
Chapter2 ハウツー本には書いてない、相続税対策の裏話
Chapter3 それって思い込みかも!? 相続の常識 ウソ・ホント
Chapter4 あらためて聞きたい! 相続のソボクな疑問
Chapter5 税理士の僕がやろうと思っている相続の形

■著者紹介
現在は不動産オーナーを中心とする富裕層への不動産・財産コンサ
ルティング、自社株問題を抱えるオーナー社長への事業承継コンサル
ティングを中心に業務を展開中。税理士会本会・税理士協同組合・
税理士会支部・その他税理士向け研修会社・生命保険会社本部・
各種不動産事業者など相続実務家に向け、相続・事業承継だけで
なく生命保険・不動産・関連法務など周辺知識を交えた実務的な研
修を年間150回以上行っている。
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講師著書のご紹介（清文社）

■概要
✓ 複眼的視点で考える相続事業承継問題と生命保険の活用法に

ついて解説
✓ 相続事業承継に携わる実務家にとっての問題解決の指南書
✓ 生命保険を活用した相続事業承継実務をQ&A

（ケーススタディ）わかりやすく解説

■目次
第１章 相続・事業承継の本質的理解

・「相続」問題＆「事業承継」問題の整理
・生命保険＆遺言の有用性 など

第２章 個人保険・法人保険の本来の活用法
・個人保険＆法人」保険のレバレッジ効果と活用場面
・バレンタインショック後の生命保険活用

第３章 Q&Aで検討する相続・事業承継実務と生命保険活用の連携
・生命保険の法的性格と遺産分割の可否
・小規模宅地等の特例と生命保険
・遺留分侵害額請求と生命保険
・配偶者居住権と生命保険
・事業承継税制と生命保険
上記含む、相続・事業承継実務と生命保険の活用法について
Q&A20を掲載


